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登米管内企業に対するＤＸ導入支援業務委託仕様書 

 

１ 委託業務の名称 

登米管内企業に対する DX 導入支援業務 

 

２ 委託期間 

契約締結日から令和６年３月１５日（金）まで 

 

３ 目的 

登米市内（以下「管内」という）の企業に対して DX 体験プログラムを実施し、DX に取り組むきっ

かけづくりを創出するとともに、専門相談員の派遣を通じて伴走支援を行うことで管内企業の DX の

推進を図る。 

 

４ 委託業務の内容 

（１）DX 体験プログラムの実施 

  管内企業５社程度を対象に、DX の導入による効果を体験できるプログラムを１社当たり１回以上

実施すること。また、当該プログラムに参加した企業（以下「参加企業」という。）へのアンケート

を実施すること。 

（２）専門相談員による伴走支援 

  （１）の参加企業を対象に、参加企業が抱える課題の抽出や見える化を行い、DX 導入に向けた相

談及び助言等の伴走支援をすること。また、専門相談員の支援回数は参加企業ごとに３回程度とし、

そのうち１回は現地に派遣して支援すること。 

（３）参加企業の募集チラシの作成 

  （１）及び（２）を実施するに当たって、管内企業に周知するために、大きさ A4 両面 1 枚程度の

チラシを作成すること。デザインデータ等については、県ホームページ等で周知する際に使用するた

め、一般的に閲覧可能なコンパクトなデータ（PDF 形式等）にすること。 

なお、チラシの印刷及び配布又はホームページへの掲載等については、発注者が行うものとする。 

（４）独自提案 

   委託上限額内で、本事業の効果を高めることが期待される独自取組を、上記の（１）から（３）の

内容に加えて提案することを可能とする。 

 

５ 成果物とその著作権及び所有権 

各種製作物の納品は、発注者の指示により随時行うこと。また、受注者は、本業務終了後、速やかに

以下の内容を記載した業務完了報告書（任意様式）を書面及び電磁的記録媒体（CD-R 等）で各１部発

注者に提出すること。 

なお、成果物の著作権及び所有権は発注者に帰属するものとする。また、第三者の著作権その他の権

利に抵触するものについては、受注者の責任をもって処理すること。 

（１）本仕様書４（１）DX 体験プログラムに係る成果物 

  DX 体験プログラムの実施状況を取りまとめたもの、参加者アンケート、当日使用した資料等 

（２）本仕様書４（２）専門相談員による伴走支援に係る成果物 
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   専門相談員により支援したことがわかるもの（議事録等）、支援したことで見える化した企業の課

題及び当該課題解決に向けて提案した助言等を取りまとめたもの 

（３）本仕様書４（３）参加企業の募集チラシの作成に係る成果物 

 

６ 成果物の納入場所 

  宮城県東部地方振興事務所登米地域事務所地方振興部（登米市迫町佐沼字西佐沼１５０－５） 

 

７ 成果物の納期期限 

  令和６年３月１５日（金） 

 

８ その他 

（１）業務内容は、プレゼンテーションでの企画提案書を基本とするが、発注者との打合せの上で、企

画提案書の内容に修正・調整等を加えて実施する場合がある。 

（２）本仕様書に定めのない事項及び疑義が生じた事項については、その都度発注者と協議する。 

（３）受注者は、発注者が必要と認めた場合には委託業務の進捗状況について報告するものとする。ま

た、委託業務が完了したときは、遅滞なく業務完了報告書等を発注者に提出するものとする。 

（４）事業を実施又は継続することが困難であると認められる場合には、発注者と受注者が協議の上、

業務を中止することがある。また、業務を中止せざるを得ない場合は、それまでの業務に要した費

用を支払うものとする。 

（５）業務遂行上必要とする機材などについては、原則として受注者所有の機器を使用することとし、

これによりがたい場合は、原則としてリースによる対応とすることし、その費用は受注者が負担す

る。 

（６）受注者は、会計帳簿を他の経理と区分けして整備し、委託業務完了後５年間保存すること。 

（７）受注者は、個人情報の取扱いについて、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７

号。）及び個人情報の保護に関する法律施行条例（令和４年宮城県条例第７２号。以下「条例」と

いう。）並びに契約内容の個人情報取扱特記事項（以下「特記事項」という。）を遵守しなければな

らない。 

（８）受注者が、特記事項に違反した場合には、損害賠償の請求や指名停止等の措置を行う場合がある

とともに、条例に違反した場合には、条例の規定により処罰される場合がある。 

（９）受注者が、この契約の委託期間中に宮城県入札契約暴力団等排除要綱（平成２０年１１月１日施

行。以下「排除要綱」という。）別表各号に該当すると認められたときは、契約を解除することが

ある。 

（10）受注者は、排除要綱別表各号に該当し、宮城県から指名停止措置を受けている者にこの契約の全

部又は一部を下請負させ、又は受託させてはならない。また、この契約の下請負又は受託をさせた

者が、排除要綱別表各号に該当すると認められるときは、当該下請契約等の解除を求めることがあ

る。 

（11）受注者は、この契約の履行に当たり排除要綱第２条第１項第５号に規定する暴力団員又は排除要

綱第２条第１項第６号に規定する暴力団関係者（以下「暴力団員等」という。）から不当要求又は

妨害を受けたときは、速やかに警察への通報を行い、捜査上必要な協力を行うとともに、発注者へ

報告すること。また、この契約の下請負又は受託をさせた者が、暴力団員等から不当要求又は妨害
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を受けたときは、同様の措置を行うよう指導すること。 

なお、暴力団員等から不当要求又は妨害を受け、警察への通報、捜査協力及び発注者への報告が

適切に行われた場合で、これにより、履行遅滞等が発生するおそれがあると認められるときは、必

要に応じて、工程の調整等の措置を講じる。 
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宮城県入札契約暴力団等排除要綱 

 別表 

措  置  要  件 

１ 登録業者の役員等（法人の場合は、非常勤を含む役員及び支配人並びに支店又は営業所の

代表者、その他の団体の場合は、法人の役員等と同様の責任を有する代表者及び理事等、

個人の場合は、その者並びに支配人及び営業所の代表者をいう。以下同じ。）が暴力団員

である場合、又は暴力団員が経営に事実上参加していると認められるとき。 

２ 登録業者又はその役員等が、自社、自己若しくは第三者の不正な利益を図り、又は第三者

に損害を加える目的をもって、暴力団、暴力団員若しくは暴力団関係者（以下「暴力団等」

という。）の威力を利用するなどしていたと認められるとき。 

３ 登録業者又はその役員等が、暴力団等又は暴力団等が経営若しくは運営に関与していると

認められる法人等に対して、資金等を提供し、又は便宜を供与するなど積極的に暴力団の

維持運営に協力し、又は関与していると認められるとき。 

４ 登録業者又はその役員等が、暴力団等と社会的に非難されるべき関係を有していると認め

られるとき。 

５ 登録業者又はその役員等が、暴力団等であることを知りながら、これと取引したり、又は

不当に利用していると認められるとき。 

 （注）使用人が、登録業者のために行った行為は、登録業者の行為とみなす。 
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別 記 

個人情報取扱特記事項 

（基本的事項） 

第１ 受注者は、個人情報の保護の重要性を認識し、この契約に係る業務（以下単に「業務」という。）

の実施に当たっては個人の権利利益を侵害することのないよう、個人情報の取扱いを適正に行わなけ

ればならない。 

（秘密の保持） 

第２ 受注者は、業務に関して知り得た個人情報をみだりに他に知らせてはならない。業務が終了し、

又はこの契約を解除された後においても、同様とする。 

 （個人情報管理責任者等） 

第３ 受注者は、業務における個人情報の取扱いに係る管理責任者（以下「個人情報管理責任者」とい

う。）及び業務に従事する者（以下「業務従事者」という。）を定め、書面により発注者に報告しなけれ

ばならない。 

２ 受注者は、前項の個人情報管理責任者及び業務従事者を変更する場合は、事前に書面により報告し

なければならない。 

３ 個人情報管理責任者は、個人情報取扱特記事項（以下「特記事項」という。）に定める事項を適切

に実施するよう業務従事者を監督しなければならない。 

４ 業務従事者は、個人情報管理責任者の指示に従い、特記事項に定める事項を遵守しなければならな

い。 

 （作業場所の特定） 

第４ 受注者は、個人情報を取り扱う場所（以下「作業場所」という。）を定め、あらかじめ発注者に

報告しなければならない。 

２ 受注者は、作業場所を変更する場合は、事前に発注者に報告しなければならない。 

 （個人情報の持ち出しの禁止） 

第５ 受注者は、発注者の指示又は事前の承諾がある場合を除き、個人情報を作業場所から持ち出して

はならない。 

（保有の制限） 

第６ 受注者は、業務を行うために個人情報を取得し、又は作成するに当たっては、個人情報の保護に

関する法律（平成 15年法律第 57号。以下「法」という。）第 61条第１項に規定する法令の定める所掌

事務又は業務を遂行するため必要な場合に限り、利用目的の達成に必要な範囲を超えて個人情報を保

有してはならない。 

（個人情報の目的外利用及び提供の禁止） 

第７ 受注者は、発注者の指示がある場合を除き、業務に関して知り得た個人情報をこの契約の目的以

外のために利用し、又は発注者の書面による承諾なしに第三者に提供してはならない。 

（漏えい、毀損及び滅失の防止等） 

第８ 受注者は、業務に関して知り得た個人情報の漏えい、毀損及び滅失の防止その他の個人情報の適

切な管理のために必要な措置を講じなければならない。 

（教育の実施） 

第９ 受注者は、個人情報管理責任者及び業務従事者に対して、在職中及び退職後においても当該契約
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による事務に関して知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用してはならな

いこと、及び特記事項において業務従事者が遵守すべき事項その他業務の適切な履行に必要な事項に

ついて、教育及び研修を実施しなければならない。 

（資料の返還等） 

第 10 受注者は、業務を処理するために、発注者から引き渡された、又は受注者自らが取得し、若し

くは作成した個人情報が記録された資料は、業務完了後速やかに，かつ，確実に廃棄する）ものとする。

ただし，発注者が別に指示したときは当該方法によるものとする。 

（複写又は複製の禁止） 

第 11 受注者は、業務を処理するために発注者から引き渡された個人情報が記録された資料等を発注

者の書面による承諾なしに複写又は複製してはならない。 

 （個人情報の運搬） 

第 12 受注者は、業務を処理するため、又は業務完了後において個人情報が記録された資料等を運搬

する必要があるときは、個人情報の漏えい、紛失又は滅失等を防止するため、受注者の責任において、

確実な方法により運搬しなければならない。 

（再委託の承諾） 

第 13 受注者は、業務に関して知り得た個人情報の処理を自ら行うものとし、発注者が書面により承

諾した場合を除き、第三者にその取扱いを委託してはならない。なお、再委託した業務を更に委託する

場合も同様とする。 

２ 受注者は、前項の規定による承諾を受ける場合は、再委託先の名称、再委託する理由、再委託して

処理する内容、再委託先において取り扱う情報、再委託先における安全性及び信頼性を確保する対策並

びに再委託先に対する管理及び監督の方法を明確にした上で、業務の着手前に、書面により再委託する

旨を発注者に協議し、その承諾を得なければならない。 

３ 前項の場合、受注者は再委託先にこの契約に基づく一切の義務を遵守させるとともに、発注者に対

して、再委託先の全ての行為及び結果について責任を負うものとする。 

４ 受注者は、再委託先との契約において、再委託先に対する管理、監督の手続及び方法について具体

的に規定しなければならない。 

５ 受注者は、再委託先に対して業務を委託した場合は、その履行状況を管理・監督するとともに、発

注者の求めに応じて、管理し、及び監督の状況を発注者に対して適宜報告しなければならない。 

（実地調査） 

第 14 発注者は、受注者が業務に関して取り扱う個人情報の利用、管理状況等について、随時実地に

調査することができる。 

（指示及び報告等） 

第 15 発注者は、受注者が業務に関して取り扱う個人情報の適切な管理を確保するため、受注者に対

して必要な指示を行い、又は必要な事項の報告若しくは資料の提出を求めることができる。 

（個人情報に関する取扱要領等の作成） 

第 16 受注者は、個人情報の適切な管理を確保するため、業務に関して取り扱う個人情報の取扱要領

等を作成し、発注者に報告しなければならない。 

（事故発生時の対応） 

第 17 受注者は、業務に関し個人情報の漏えい等の事故が発生した場合は、その事故の発生に係る帰

責の有無にかかわらず、直ちに発注者に対して、当該事故に関わる個人情報の内容、件数、事故の発生
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場所、発生状況等を書面により報告し、発注者の指示に従うものとする。 

２ 発注者は、業務に関し個人情報の漏えい等の事故が発生した場合は、必要に応じて当該事故に関す

る情報を公表することができる。 

 

 

 


